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連結子会社および持分法適用関連会社
2007年3月末現在

主要な連結子会社等の状況

東京ガス都市開発（株） 不動産管理･賃貸･仲介など 11,440 100 31,941 [34.0] 5,900

東京ガス豊洲開発（株） 不動産管理･賃貸など 5,000 100 564 [72.7] 140

長野都市ガス（株） 長野県におけるガスの供給 3,800 89.2 9,100 [99.9] -245

（株）エネルギーアドバンス
エネルギーサービス、地域冷暖房、
コージェネ受注・メンテナンス事業 3,000 100 46,247 [92.3] 3,322

（株）ガスター ガス器具の製造･販売 2,450 66.7 29,446 [42.8] 1,380

東京エルエヌジータンカー（株） LNG、LPGの輸送および船舶の貸渡 1,200 100 11,837 [18.6] 2,142

東京ガスエネルギー（株） LPGの販売 1,000 100 25,462 [82.1] 77

（株）キャプティ
ガス配管・給排水・空調・新築工事、
ガス本支管工事 1,000 100 61,994 [38.9] 714

東京ガスケミカル（株）
工業用、化学用ガスの販売・LNG冷熱
利用技術の開発 1,000 100 17,139 [68.7] 319

パークタワーホテル（株） ホテル「パークハイアット東京」・飲食店の経営 1,000 100 10,234 [97.5] 185

千葉ガス（株） 八千代市、成田市周辺地域における
都市ガス供給 480 100 14,724 [99.3] 816

ティージー・クレジットサービス（株）
情報機器、ガス機器、事務機器のクレジット
業務ならびに各種リース業務 450 100 9,088 [61.1] 341

東京酸素窒素（株） 液化酸素・窒素の製造・販売 400 54 2,022 [42.4] 180

（株）ティージー情報ネットワーク
情報処理サービス、ソフト開発、
コンピュータ機器の販売など 400 100 11,422 [26.3] 506

筑波学園ガス（株） つくば市における都市ガス供給 280 100 6,781 [97.4] 496

ティージー・エンター プライズ（株） 東京ガスと関係会社に対する金融業務 200 100 740 [39.1] 342

東京ガス・エンジニアリング（株）
エネルギー関連事業向けを中心とした
総合エンジニアリング 100 100 31,900 [68.5] 972

東京ガス・カスタマーサービス（株） 定期保安点検、検針、料金収納業務 50 100 7,606 [1.4] 340

（株）ティージー・アイティーサービス
東京ガスのシステム運用、ネットワーク運用、
エンドユーザー支援 50 100 7,770 [1.3] 356

（株）キャプティ・ライブリック
ガス機器の販売・設置・修理、増改築業務、
TESメンテ業務 50 100 8,045 [70.4] 92

GAS MALAYSIA SDN. BHD. マレーシアにおけるガス供給 42,800千RM 20 — —

注記 1）GAS MALAYSIA SDN. BHD. は持分法適用会社です
2）連結子会社は52社（2007年3月末時点）です。
3）1RM≒¥33.75

2007年3月期
資本金 持株比率 売上高（百万円） 営業利益

会社名 主な事業内容 （百万円） （%） ［外販率 %］ （百万円）

美浦ガス（株）、松栄ガス（株）、鷲宮ガス（株）、栃木ガス（株）、東京器工

（株）、（株）東京ガス横須賀パワー、（株）リビング・デザインセンター、（株）

東京ガスベイパワー、TG昭和（株）、（株）東日本住宅評価センター、東京
炭酸（株）、日本超低温（株）、ティージー・テレマーケティング（株）、東京

ガス・オートサービス（株）、東京ガスリモデリング（株）、（株）アーバン・

コミュニケーションズ、東京ガステクノサービス（株）、東京ガスビルサー

ビス（株）、昭和物産（株）、トーセツ（株）、（株）キャプティ・カスタマー

サービス、エネライフ・キャリアー（株）、（有）昭和運輸、東京ガスプラン

トテック（株）、東京レアガス（株）、東京オートガス（株）、（株）キャプ

ティ・テック、（株）立川都市センター、東京ガスLPGターミナル（株）、
TOKYO GAS AUSTRALIA PTY LTD、Tokyo Gas Darwin LNG
Pty Ltd、川崎ガスパイプライン

その他の連結子会社

（リンギットマレーシア）
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独立監査人の監査報告書

取締役会御中

当監査法人は、添付の東京瓦斯株式会社（日本法人）およびその連結子会社の日本円で表示された

2007年3月31日および2006年3月31日現在の連結貸借対照表、並びに同日をもって終了する連結会計年度の

連結損益計算書、2007年3月31日をもって終了する連結会計年度の連結株主資本等変動計算書、2006年3

月31日をもって終了する連結会計年度の連結株主持分計算書、2007年3月31日および2006年3月31日をもっ

て終了する連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書の監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、東京瓦斯株式会社およびその連結子会社の2007年3月31日および2006年3月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

（1）注記2（19）に記載されているとおり、2006年4月1日より、東京瓦斯株式会社及び国内連結子会社は

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等を採用している。

（2）注記17（1）に記載されているとおり、東京瓦斯株式会社は平成19年4月26日に自己株式取得決議をした。

（3）注記17（2）に記載されているとおり、東京瓦斯株式会社は第1回の自己株式の取得を実施した。

（4）注記17（3）に記載されているとおり、東京瓦斯株式会社は第28回無担保社債の発行を行った。

利用者の便宜のために、2007年3月31日に終了する連結会計年度の連結財務諸表を米国ドル金額に換算

している。連結財務諸表で表示されている米国ドル金額は、注記1で述べられている方法にしたがって

日本円金額から換算されていることについて確かめている。

東京、日本

2007年6月28日

和文アニュアルレポートの連結財務諸表につきましては、監査済英文連結財務諸表の和訳を掲

載しております。和訳された英文連結財務諸表の日本語の記載自体は、あずさ監査法人

（KPMG AZSA & Co.）の監査対象とはなっておりません。したがって、和文アニュアルレ
ポートの監査報告書は英文が正文であり、日本語の監査報告書はその和訳であります。




